
別紙様式１－2（平成19年度承認計画用）

１．基本的事項

２．判定結果

乖離値 乖離値

▲ 502.0 ▲ 502.0

1.9 2.7

8.0 90.0

1,886.0 5,876.0

総合判定

３．その他

(ⅰ）計画及び前年度執行状況の公表状況

（ⅱ)計画及び前年度執行状況の議会への説明

（ⅲ）平成２４年度提出予定の旧資金運用部資金の補償金免除繰上償還に係る財政健全化計画等

財政健全化計画

公営企業経営健全化計画

水道事業（　　　　　）

工業用水道事業

都市高速鉄道事業

下水道事業（　　　　　）

病院事業

介護サービス事業

提出予定なし

c

執行状況：平成　　年　　月　　説明

計画：平成20年2月　　説明

計画：平成19年9月　　公表 （　HP・広報紙・その他　【　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】　　）

（　HP・広報紙・その他　【　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】　　）執行状況：平成25年3月　　公表予定

財政健全化計画等執行状況報告書

項目

承認年度

計画前年度実績（又は補償金免除額）
類型

a 

a 

c

会計名 普通会計

46915.0

実績値

15.9

46915.0

⑥　累積欠損金比率

④　改善額 4045.0

47417.0

1063.0

②  実質公債費比率

団体名

①　地方債現在高

計画最終年度（又は改善額合計）

981.0

13.2

大牟田市

平成19年度

⑤　公営企業債現在高

5931.0 55.0 a 

③　職員数

15.1

目標値 実績値

973.0



別紙様式１－3（平成19年度承認計画用）

（ⅰ）推移表

（ⅱ）要因分析

合計 394              394              1,034           2,691           3,980           

394              2,691           

類型 c

やむを得ない
事情

18

普通会計

-1.1%

46,915                    

影響額（単位：百万円）

平成19年度

48,174                    

会計名

（単位：百万円）

計画前年度
（平成18年度）

計画最終年度
（平成23年度）

47,417                  

計画目標値（A）

乖離率（D）
（C／A）

乖離値（C）
（A－B）

計画最終年度における
未達成の要因

▲ 475

退職手当債（平成19年度）

臨時財政対策債（平成21年度）

394              

うち、やむを得ない事情

平成23年度平成22年度平成21年度平成20年度平成19年度

実績値（B）

平成22年度平成21年度平成20年度

53,412                  50,863                  49,075                  

52,937                    50,643                    48,075                    48,174                    

352              380              

▲ 1,000

-0.9% -0.4% -2.1%

▲ 220

394              

団体名

1,685           

0.0% -1.1%

46,915                    

0 ▲ 502

324              

大牟田市

備考

654              

▲ 502

7

7

7

394              

1,317           

臨時財政対策債（平成22年度）

臨時財政対策債（平成23年度）

654              654              

1,034           3,980           

①　地方債現在高

1,685           



（ⅲ）実績値が計画目標値に届かない理由及びやむを得ない事情についての検討事項

（ⅳ）改善に向けた取組及び今後の見通し

（ⅴ）改善方針の進捗状況

20年度決算から適用された「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」における早期健全化団体や財政再生団体になることが見込まれたため、20年度に
「大牟田市財政健全化計画」を策定した。（計画期間H23年度まで）
その中で、市債の新規発行額については、元金償還額の２／３以内にとどめることで公債費の縮減を図ってきている。
しかし、歳出総額に占める割合は11％と依然として高い水準にあるため、今後も平成23年度で策定した財政構造強化指針において、引き続き市債の新規発行
を２／３以内にするというルールを当面の間継続し、公債費の縮減を図っていく。

計画目標値については、平成19年度に作成した財政収支試算（臨時財政対策債の発行可能額は前年比－10％で想定）に基づき地方債現在高を算出し計上し
ていた。
乖離要因 ① 19年度に退職見込者数より退職者が多く出たことにより退職手当債が394百万増額。
               ② 臨時財政対策債の増額。

　毎年増加している臨時財政対策債については発行を差し控えることができないが、改善方針で掲げているとおり予算編成や予算執行において事業内容の見
直しや有利な財源活用を行いながら、全体的な市債の新規発行額（過疎対策事業債除く）を元金償還額の２/３以内で抑制できるよう努めている。



別紙様式１－4（平成19年度承認計画用）

②　実質公債費比率

（ⅰ）推移表

（ⅱ）要因分析

単年度実質公債費比率

実質公債費比率

地方債の元利償還金

単年度実質公債費比率

係数項目
平成23年度

計画目標値（A) 実績値（B) 乖離値（A-B) 乖離要因

標準財政規模

単年度実質公債費比率

標準財政規模

係数項目
平成22年度

地方債の元利償還金

実績値（B)計画目標値（A)

（単位：％）

計画目標値（A）

乖離率（D）
（C／A）

乖離値（C）
（A－B）

実績値（B） 14.9                       15.5                       14.8                       

平成21年度平成20年度平成19年度

16.5                       17.2                       16.8                       

14.1                       13.2                       

計画前年度
（平成18年度）

計画最終年度
（平成23年度）

15.1                       

平成22年度

16.0                       
15.9                       

2.7

17.0%11.9%

1.91.9

12.6%

2.0

9.7% 9.9% 11.9%

1.6 1.7

係数項目
平成21年度

乖離値（A-B)

準元利償還金

地方債の元利償還金又は準元
利償還金に充てられる特定財
源

普通地方交付税の額の基準財
政需要額に算入された地方債
の元利償還金

計画目標値（A) 乖離値（A-B)実績値（B)

普通会計
大牟田市

類型

会計名

乖離要因

単年度再算定比率

団体名

乖離要因

a 

標準財政規模

普通地方交付税の額の基準財
政需要額に算入された地方債
の元利償還金

地方債の元利償還金又は準元
利償還金に充てられる特定財
源

普通地方交付税の額の基準財
政需要額に算入された地方債
の元利償還金

地方債の元利償還金又は準元
利償還金に充てられる特定財
源

地方債の元利償還金

準元利償還金

準元利償還金

やむを得ない
事情

（単位：百万円、％）

やむを得ない
事情

採用係数

採用係数

採用係数

単年度再算定比率

単年度再算定比率

やむを得ない
事情

再算定比率



（ⅲ）実績値が計画目標値に届かない理由及びやむを得ない事情についての検討事項

（ⅳ）改善に向けた取組及び今後の見通し

（ⅴ）改善方針の進捗状況



別紙様式１－５（平成19年度承認計画用）

③　職員数

（ⅰ）推移表

（ⅱ）要因分析

備考

-                -                

類型 a 

やむを得ない
事情

（単位：名）

平成21年度

1,063                     

2.8% 3.8% 2.6% 0.8%

平成22年度

1,027                     

90.0

計画目標値（A）

乖離率（D）
（C／A）

乖離値（C）
（A－B）

平成20年度平成19年度

1,101                     1,099                     

計画最終年度における
未達成の要因

影響人数（単位：名）

1,000                     

平成23年度平成22年度

実績値（B） 1,101                     1,068                     1,023                     

平成21年度平成20年度平成19年度

973                       

平成２１年度
計画目標値

計画最終年度
（平成23年度）

981                       

8.027.0

1,063                     

0.0 31.0 40.0

8.5%0.0%

会計名
団体名

普通会計
大牟田市

うち、やむを得ない事情 -                -                -                

合計 -                -                -                -                -                



（ⅲ）実績値が計画目標値に届かない理由及びやむを得ない事情についての検討事項

（ⅳ）改善に向けた取組及び今後の見通し

（ⅴ）改善方針の進捗状況



別紙様式１－6（平成19年度承認計画用）

④　改善額

（ⅰ）推移表 （単位：百万円）

（ⅱ）要因分析

計画目標値（A）

実績値（B）

乖離値（C）
（B－A）

乖離率（D）
（C／A）

うち、やむを得ない事情

合計

計画最終年度における未達成の要因

-                -                -                

-                

-                

類型 a 

やむを得ない
事情

85.5%

590.0

1,280           

690             

20.4%

-                

-                

-                

-                

-                

-                

-                

-                

-                

-                

-                

-                

-                

-                

-                

-                

10683.6%

5876.0

46.6%

1886.0

備考

-                

1,491           

1,238           

平成21年度

919             

1,269           

38.1%

350.0

平成22年度

平成20年度平成19年度

平成20年度
影響額（単位：百万円）

253.0

5,931           

平成19年度

4,045           

12.4%

92.0

833             

741             

131.5%

601.0

1,058           

457             

補償金免除額

合計平成23年度

改善額合計平成23年度平成22年度平成21年度

-                

-                

-                

-                

-                

55                               

-                

-                

-                

-                

大牟田市
会計名
団体名

-                

普通会計

-                -                -                -                -                -                



（ⅲ）実績値が計画目標値に届かない理由及びやむを得ない事情についての検討事項

（ⅳ）改善に向けた取組及び今後の見通し

（ⅴ）改善方針の進捗状況
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